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第 6 編 海上災害対策編 
 

 本編では、船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難の発生に

よる多数の遭難者、行方不明者、死傷者等の発生又は船舶からの危険物等の大量流出

等による著しい海洋汚染、火災、爆発等の発生といった海上災害に対する対策につい

て記述する。 
 

第 1 章 災害予防 
 

第 1 節 船舶の安全な運航の確保 

 海技士（船舶に乗組む船舶職員）になろうとする者に対し、海技士として必要な知識・

能力があるかについて海技士国家試験を行うとともに、既に海技士である者について

も、５年ごとの海技免状の更新の際、一定の乗船履歴又は講習等を要求することによ

り、海技士の知識・能力の維持及び最新化を図る。また、時代のニーズに即した船員

を確保する必要があることから、各船員教育機関において、教育内容のレベルアップ

を図る等その教育体制の一層の整備充実を推進する。 

 発航前検査の励行、操練の適切な実施、航海当直体制の確保、船内の巡視制度の確立

等について、運航労務監理官による監査及び指導をより一層強化し、船舶の安全な運

航の確保を図る。 

 国際条約に基づき、我が国に寄港する外国船舶に対し、乗組員の資格証明書、航海当

直体制及び操作要件等のソフト面に関して、的確に外国船舶の監督（ポートステート

コントロール）を実施し、国際基準に適合していない船舶（サブスタンダード船）の

排除を図る。 

第 2 節 船舶の安全性の向上 

 船舶の構造、設備等の安全基準の整備を行うとともに、技術革新、海上輸送の多様化

等の情勢に対処する。 

 技術革新による輸送形態の多様化、諸設備の高度化への対応を始めとする安全基準の

整備等に伴う船舶検査業務の複雑化・高度化に対処するため、研修等の実施により船

舶検査体制の充実に努める。 

 国際条約等の規定に基づき、危険物の運送条件、取扱方法、船舶の構造・設備等に係

る国内規則の整備を図る。 

 危険物運搬船に係る技術基準の遵守の徹底を図るため、危険物運搬船等の立入検査を

実施する。 
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 国際条約に基づき、我が国に寄港する外国船舶に対し、船舶の構造・設備等のハード

面に関して、的確にポートステートコントロールを実施し、サブスタンダード船の排

除を図る。 

第 3 節 情報の収集・伝達体制の整備 

第 1 情報伝達ルートの確立 

 発災時等に災害応急対策の実施に関し必要な情報の連絡を迅速かつ確実に行うこと

ができるよう、省内（本省、地方支分部局等の内部、本省と地方支分部局等の間、地

方支分部局等相互間。以下、この節において同じ。）及び関係省庁、地方公共団体、

関係公共機関、関係事業者との間で情報伝達ルートの確立を図る。 

第 2 情報伝達手段の確保 

 発災時等に省内及び関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者との間で情

報伝達手段を確保するため、携帯電話・自動車電話等の移動通信機器の充実に努める。

また、重要回線の専用線化、高度化、衛星通信・無線通信の活用を含めた多重化等に

ついて検討する。 

その際、夜間、休日、出勤途上においても、的確に対応できる体制を整備することと

し、このため、省内関係者への携帯電話の貸与、コンタクトポイントとなる者の複数

化及び情報ネットワークの活用等の措置を講じる。 

第 3 多様な情報収集手段の確保  

 関係省庁及び地方公共団体が整備する画像情報収集システム、被害状況の早期予測シ

ステム等へのアクセス手法が確保されるよう努める 

第 4 節 災害応急体制の整備 

第 1 乗船者の避難誘導体制の整備 

 関係公共機関、関係事業者に対し、発災時における乗船者の避難誘導に係わる体制の

整備に努めるよう指導する。その際、避難者の集中・殺到や混乱の発生に十分に配慮、

避難誘導の内容を乗組員に周知徹底するとともに、避難路等については、船内に掲示

することにより、乗船者に対して明示する。このほか、乗組員を対象に発災時を想定

した避難誘導に係わる訓練を実施する。 

第 2 負傷者の搬送体制等の整備  

 船内で負傷者が発生した場合に備えて、警察、消防、海上保安庁、地方公共団体及び

近隣の医療機関と協力して、緊急連絡体制、搬送体制等を整備する。 

第 5 節 代替輸送の実施体制の整備  
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 関係省庁、地方公共団体、港湾管理者、関係公共機関、関係事業者と協力して、港湾

施設等が被災し本来の機能を維持できなくなった場合にも、被災地を発着地とする輸

送、被災地を通過する輸送に大きな支障が生じないよう、代替輸送の実施体制の整備

について検討する。 

第 6 節 被災施設の応急復旧体制の整備 

 発災時に、港湾施設等の被害状況の把握及び応急復旧を迅速かつ適切に行うため、復

旧に必要な技能を有する職員の確保、復旧用の資機材の整備等を図る。また、発災時

に、復旧に必要な技能を有する職員を必要に応じて、地方公共団体、関係公共機関、

関係事業者に派遣するための体制を整備する。所管の特殊法人についても同様とする。 

 発災時に、関係公共機関、関係事業者の管理する施設の被害状況の把握及び応急復旧

を迅速かつ適切に行うため、関係公共機関、関係事業者に対し、復旧に必要な技能を

有する職員の確保、復旧用の資機材の整備、復旧に必要な技能を有する職員や資機材

等の相互融通を含めた事業者間の広域的な応援体制の確立等について指導する。 

第 7 節 危険物等の大量流出時における体制の整備 

 危険物等が大量流出した場合に備えて、防除活動及び避難誘導活動を行うための体制

の整備に努める。また、オイルフェンス等防除資機材及び避難誘導に必要な資機材の

整備を図る。 

 関係機関による危険物等の種類に応じた防除資機材の整備状況を把握し、災害発生時

には必要に応じて応援を求めることができる体制を整備する。 

 油流出事故発生時において、海域と沿岸域及び河口域の環境保全を図るとともに港湾

施設への漂着油の付着等による機能低下が生じないよう、早期に対応が可能な油回収

船等を整備するものとする。 

第 8 節 被災者等に対する支援体制の整備 

 関係公共機関、関係事業者に対し、船舶、ホテル等を活用した被災者等への宿泊施設

や炊事・入浴サービス等の提供体制の整備について検討を図るよう要請する。 

第 9 節 被災者等への情報提供体制の整備 

 報道機関や通信会社と協力し、船舶や港湾施設の被害状況及び利用可能な程度、海上

交通機関の運航状況、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者による被災者等への

支援対策の実施状況等に関する情報を被災者を含む一般国民に提供するための体制

の強化を図る。また、発災時等に被災者等からこれらの情報についての問い合わせが

あった場合に的確な対応ができるような体制の整備に努める。 
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第 10 節 二次災害の防止体制の整備 

 港湾管理者、関係公共機関、関係事業者を指導・助言して、危険箇所の把握・監視、

危険の発生が切迫した場合の関係者への通報、倒壊のおそれのある施設の除去等に係

わる計画の策定、資機材の備蓄等により二次災害を防止するための体制の整備に努め

る。 

第 11 節 防災訓練及び防災についての啓蒙活動の実施 

 発災時に応急対策が適切かつ円滑に行われるよう、以下の通り、防災訓練及び防災に

ついての啓蒙活動を実施する。また、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者に防

災訓練及び防災についての啓蒙活動を鋭意実施するよう指導・助言する。 

第 1 防災訓練の実施 

 関係省庁、地方公共団体、港湾管理者、関係事業者、民間防災組織等と協力して、大

規模災害の発生を想定した防災訓練を実施する。この場合、訓練内容が実践的で効果

的なものとなるよう、事前に十分な準備を行うとともに、実施後にその結果を評価し、

必要に応じて、防災対策の点検、見直しを行う。 

 関係省庁、地方公共団体等が実施する訓練に積極的に参加する。 

第 2 防災についての啓蒙活動の実施 

 関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者と協力して、防災思想の普及徹

底及び防災知識・技能の向上を図るため、次のような啓蒙活動の実施に努める。 

(1) 国土交通省及び関係公共機関、関係事業者の職員を対象とした防災に関する研修

会、講習会の開催。防災に関するパンフレット、リーフレット、ビデオ等の作成、

配布。 

(2) 広く一般国民を対象とした防災に関する講演会、シンポジウムの開催。キャンペ

ーン運動の展開。国の防災対策、交通機関、交通施設内で被災した場合の対処要領

等を内容とするパンフレット、リーフレット、ビデオ等の作成、配布。 

第 12 節 海上交通環境の整備 

 防波堤、航路等の整備により、海上交通の安全性の向上に努めるとともに、港湾の施

設の技術上の基準の充実を図る。 

第 13 節 防災に関する研究の推進 

 研究のより一層の充実を図るため、所管の研究機関における研究用の、資機材及び装

備の高度化、専門の研究者の育成等を図る。また、研究機関相互間における研究者及

びデータの交流、共同研究の推進等に努める。 
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 研究により得られた成果を速やかに防災対策に反映させるよう努める。 

 関係機関と協力し、海上災害及び防災に関する研究及び再発防止のための総合的な研

究を推進し、再発防止対策のための措置に反映させる。 

 我が国の危険物運送における事故防止のため、諸外国で起きた危険物の事故等につい

て情報を入手するなど、諸外国との情報交換に努める。  
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第 2 章 災害応急対策  
 

第 1 節 発災直後の応急対策 

第 1 活動体制の確立 

 海上災害が発生した場合、本省及び関係地方支分部局等では、非常参集要員の緊急参

集、情報収集・連絡体制の確立、災害対策本部の設置、各局部課における発災時に対

応した業務体制への移行等により、速やかに防災活動体制を確立する。 

 海上災害により原油等の危険物等が大量流出した場合において、収集された情報によ

り、事故の規模、予想される被害の広域性等から、応急対策の調整等を強力に推進す

るために特に警戒本部を設置する必要があると認められるときは、内閣総理大臣に報

告する。 

第 2 政府対策本部等への対応 

 関係省庁会議の開催、政府対策本部の設置等が行われた場合には、予め指定した職員

をこれに参加させ、関係省庁との情報交換、災害応急対策の調整等に従事させる。ま

た、政府対策本部が設置される場合には、国土交通省内にその本部を設置する。 

第 3 情報の収集・伝達 

(1) 災害応急対策の実施に必要な情報の収集・伝達 

 自らまたは関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者を通じて、全般的な

被害状況や港湾施設等の被害状況、海上交通機関の運航状況等の災害応急対策を講じ

るために必要な情報の収集を速やかに行う。また、収集した情報については、適宜、

総理大臣官邸、政府対策本部、関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者

に伝達し、情報の共有化を図る。 

なお、情報の収集・伝達にあたっては、内容の詳細な把握よりも迅速な対応に重点を

おくものとする。 

(2) 情報伝達手段の確保 

 発災後直ちに情報伝達手段の機能確認を行う。また、携帯電話・自動車電話、衛星通

信、無線通信等を活用した緊急情報連絡用の回線設定に努める。 

第 2 節 被災施設等の応急復旧 

 港湾施設等の被害状況を早急に把握するとともに、被災した港湾施設等の応急復旧を

迅速に行う。 

 地方公共団体、関係公共機関、関係事業者を指導・助言して、その管理する港湾施設

等の被害状況の早急な把握、被災した港湾施設等の迅速な応急復旧を行わせる。この
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場合、必要に応じて、応急復旧に係わる事業者間の広域的な応援体制が的確に機能す

るよう調整を行うとともに、復旧に必要な技能を有する職員（所管の特殊法人の者を

含む。）の地方公共団体、関係公共機関、関係事業者への派遣等を行う。 

 所管の港湾施設等の復旧状況を政府対策本部等に速やかに報告する。  

第 3 節 代替輸送の実施  

 全国的な輸送システムの維持等を図る観点から、関係省庁、地方公共団体、港湾管理

者と密接に連携し、被災地を発着地とする輸送、被災地を通過する輸送に係わる代替

輸送が円滑に実施されるよう、関係公共機関、関係事業者に対し、必要な指導、調整

を行う。 

第 4 節 被災者等に対する支援体制の実施  

第 1 被災者の避難場所の提供 

 被災地方公共団体からの依頼に基づき、関係公共機関、関係事業者に対し、船舶、ホ

テルを活用した宿泊施設や炊事・入浴サービスの提供等により、被災者等への支援措

置を講じるよう要請する。 

 また、被災地方公共団体、港湾管理者、関係公共機関、関係事業者の間で支援措置の

実施に係わる交渉が円滑に行われるよう、必要な助言、指導を行う。 

第 2 被災地の住民、事業者に対する特例措置の提供 

 被災地の状況に鑑み、必要に応じ、被災地の住民に対し、運輸行政サービスに係わる

特例措置を提供するよう努める。また、被災地以外の地域での営業活動を認めるなど

被災地の事業者に対し、免許制度等に係わる法令の弾力的運用を行うよう努める。 

第 3 適切かつ公正な運輸サービスの提供 

 被災地において、適切かつ公正な運輸サービスが提供されるよう、関係公共機関、関

係事業者による輸送活動、被災者に対する支援措置、運輸サービスに係わる特例措置

等についての相談窓口を設置するとともに、窓口に寄せられた問合せ、苦情、要望等

には、迅速かつ的確に対応するよう努める。 

 不公正な輸送活動や便乗値上げ等に対する監視を強化するとともに、不公正な活動を

行った事業者に対しては、速やかに行政処分を行う。 

第 5 節 危険物等の大量流出に対する応急対策 

 海上事故により大量の原油等の油が排出された場合、事故の原因者等は、防除措置を

講じる。 

 油流出事故が発生した場合、海上保安庁の要請を受けて、油回収船等を出動させ、防
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除活動を行う。 

 危険物等の海岸等への漂着に対処するため、直ちに関係機関と協力の上、危険物等の

防除、環境モニタリング等必要な措置を講ずる。  

第 6 節 被災者等への迅速な情報提供 

 報道機関や通信会社と協力して、船舶や港湾施設の被害状況及び利用可能な程度、海

上交通機関の運航状況、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者による被災者等へ

の支援対策の実施状況等に関する情報については、速やかに被災者を含めた一般国民

に提供する。また、被災者等から、これらの情報について問合せがあった場合に的確

な対応ができるような体制を整備する。 

第 7 節 二次災害防止対策の実施  

 港湾管理者、関係公共機関、関係事業者を指導して、二次災害発生の危険性のある箇

所の把握・監視、危険が切迫した場合の関係者への通報、倒壊等のおそれのある施設

等の除去等の措置を講じる。  

第 8 節 自発的支援への対応  

 ボランティアの申入があった場合には、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者と

も調整の上、予め定めた対応方針に基づき、ボランティアの受入が速やかに行われる

よう努める。 

 海外からの支援の申入があり、政府対策本部等が受入の可否、要否について判断を行

う場合には、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者とともに、必要な協力を行う。

同本部等が受入を決定したときには、予め定めた対応方針及び同本部等での策定した

計画に基づき、支援の受入が速やかに行われるよう努める。 

 自らまたは地方公共団体、関係公共機関、関係事業者を指導・助言して、ボランティ

アに係わる要員、物資の被災地への輸送、被災地内での輸送等が円滑に行われるよう、

所要の支援措置を講じる。 

 海外からの支援を受け入れる場合には、自らまたは地方公共団体、関係公共機関、関

係事業者を指導・助言して、援助要員、援助物資の国内までの輸送、被災地への輸送、

被災地内での輸送が円滑に行われるよう、所要の支援措置を講じる。 
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第 3 章 災害復旧 
 

第 1 節 被災した港湾施設等の本格復旧 

第 1 基本方針 

 自らまたは港湾管理者、関係公共機関、関係事業者を指導・助言して、広域的な相互

応援体制の下、被災した港湾施設等の本格的な機能復旧を速やかに進める。また、被

災した港湾施設等の本格復旧にあたっては、原状復旧を基本とするが、再度の災害発

生防止の観点から、耐災害性の向上等可能な限り改良復旧を行う。 

 あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用し

つつ、迅速かつ円滑に被災した公共施設の復旧事業を行う。 

第 2 港湾管理者等に対する支援措置 

 被災した港湾施設等の本格復旧にあたっては、港湾管理者、関係公共機関、関係事業

者に対し、必要に応じて、復旧に必要な技能を有する職員（所管の特殊法人の者を含

む。）を派遣する等技術的な支援を行うほか、財政上、金融上、税制上の支援措置を

検討する。 

 被災した港湾管理者、関係公共機関、関係事業者の復興を促進するため、事業者等の

要望の把握に努めるとともに、その結果を踏まえ、必要に応じて、財政上、金融上、

税制上の支援措置を検討する。 

第 3 利用者への情報提供 

 被災した港湾施設等の復旧予定時期に関する情報を速やかに被災者を含めた一般国

民に提供する。 

 復旧に当たり、可能な限り復旧予定時期を明示する。 
 


